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（目的） 
第１条 この要綱は、障害者（児）施設等が、障害者など自力での避難が難しい方が

多く利用する施設であるとともに、その一部は地震発生時に被災者の受入機能を果

たすことから、利用者の安心・安全を確保するために必要な耐震診断を行う施設に

対して、東京都がその費用の一部を補助する事業（以下「補助事業」という。）を

行うことについて必要な事項を定め、もって、障害者（児）施設等の耐震化の推進

に資することを目的とする。 

 
（通則） 
第２条 この補助金の交付は、東京都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１

４１号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 
（定義） 
第３条 この要綱において、「障害者（児）施設等」とは、別表１に掲げる施設及び

東京都知事（以下「知事」という。）が特に必要と認めた施設をいう。 

２ この要綱において、「耐震診断」とは、「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を

図るための基本的な方針」（平成１８年国土交通省告示第１８４号）に定める方法

により行う耐震診断のことをいう。 
３ この要綱において、「都外独占施設」とは、東京都の区域内に所在する区市町村



 

が支給する介護給付費等の支給を受ける者のみが利用する東京都の区域外に所在

する障害者施設及び東京都が支給する障害児施設給付費の支給を受ける児童が利

用する東京都の区域外に設置する障害児施設（平成２６年３月３１日付２５福保障

居第２９１９号東京都民間社会福祉施設サービス推進費補助金交付要綱（障害児施

設）第２に定める「都外都民施設」）をいう。 
４ この要綱において、「協定施設」とは、東京都の区域内に所在する区市町村が支

給する介護給付費等又は東京都が支給する障害児施設給付費の支給を受ける者の

施設利用について、東京都と協定を締結している東京都の区域外に所在する障害者

（児）施設をいう。 

 
（補助対象等） 
第４条 補助対象者は、障害者（児）施設等の設置者（以下「設置者」という。）と

する。ただし、次に掲げる者を除く。 
⑴ 国及び地方公共団体 
⑵ 暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下「暴排

条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
⑶ 暴力団員等（暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定

する暴力団関係者をいう。以下同じ。） 
⑷ 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に

暴力団員等に該当する者があるもの 

 
２ 補助対象施設（以下「対象施設」という。）は、前条第１項に掲げる施設のうち、

下記の各号を満たす施設とする。 
⑴ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）における新耐震基準（昭和５６年６

月１日施行）導入以前に建築された施設又は平成１２年５月３１日までに新築の

工事に着手した平家建て若しくは２階建てで在来軸組工法の木造の建物 
⑵ 都内に所在する施設、都外独占施設又は協定施設 
⑶ 設置者が所有する施設 
⑷ 過去に耐震診断を実施していない施設 
⑸ 各施設に適用される法律、要綱等の基準に適合する施設 

 
（補助対象事業等） 
第５条 補助対象となる事業は、障害者（児）施設等の耐震化を図るため、障害者（児）

施設等の設置者が対象施設の耐震診断を次条に規定する補助期間内に契約し、当該

契約を行った会計年度中に完了する事業とする。 
２ 補助対象経費は別表２のとおりとする。 

 
（補助期間） 
第６条 補助期間は、令和８年３月３１日までとする。 

 



 

（補助金の交付額） 
第７条 この補助金は、別表２に定める算定方法により算出した額を都の予算の範囲

内において交付する。 
２ 前項の規定により算出した額に、１，０００円未満の端数が生じた場合は、これ

を切り捨てる。 

 
（補助金の交付申請） 
第８条 この補助金の交付を受けようとする者は、交付申請書（第１号様式）その他

必要とする書類（以下「交付申請書等」という。）を、別に定める期日までに知事

宛提出するものとする。 

 
（補助金の交付決定） 
第９条 知事は、前条による交付申請があった事業について、適当と認める場合は、

第１３条の条件を付して補助金の交付を決定し、通知するものとする。 

 
（申請の取下げ） 
第１０条 補助事業者は、前条の規定による交付決定の内容又はこれに付された条件

に異議があるときは、交付決定の通知を受けた日から１４日以内に、その旨を記載

した書面を知事に提出することにより、申請を撤回することができる。 

 
（補助金の請求） 
第１１条 第１３条の１０に定める補助金の額の確定があったときは、補助事業者は

請求書（第２号様式）に必要とする書類を添付し、知事に請求するものとする。 

 
（補助金の交付時期） 
第１２条 知事は、前条による請求を受けたときは、速やかに全額を交付するものと

する。 

 
（補助条件） 
第１３条 この補助金は、次に掲げる事項を条件として交付する。 
１ 他の補助金との重複禁止 
  この補助金の補助対象経費について、他の補助金の交付を受けてはならない。 
２ 改善計画の提出 
  耐震診断の実施により、耐震強度不足と診断された対象施設については、診断結

果報告書を受けてから６か月以内に、改善計画書（第３号様式）により知事に中長

期的な改善計画を提出しなければならない。 
３ 承認事項 
⑴ 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ変更等承認

申請書（第４号様式）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 
  ア 補助事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 



 

  イ 補助事業の内容を変更しようとするとき。 
  ウ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 
 ⑵ 知事は、前項の変更等承認申請書の提出を受けた場合は、その内容を審査し、

必要に応じ現地調査等を行い、承認の可否を設置者に通知する。 
⑶ 第９条の規定は、前項の規定による知事の通知について準用する。 

４ 事故報告等 
  補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行

が困難となった場合には、速やかに、その理由及び遂行の見通し等を書面により知

事に報告し、その指示を受けなければならない。 
５ 関係書類の整理保管 
  補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収

入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５

年間保管しておかなければならない。 
６ 事情変更による決定の取消し等 
  この補助金の交付の決定後の事情の変更により特別に必要が生じたときは、知事

はこの決定の全部又は一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した

条件を変更することがある。ただし、補助事業のうち、既に経過した期間に係る部

分については、この限りではない。 
７ 状況報告 
 ⑴ 設置者は、事業計画に重大な影響を与える事情が生じたときは、その状況を状

況報告書（第５号様式）により知事に報告し、その指示を受けなければならない。 
⑵ 知事は、必要が生じたとき、補助事業の進捗状況について報告させることがあ

る。 
８ 補助事業の遂行命令等 
  この要綱の規定による報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２１条

第２項の規定による調査等により、補助事業が補助金の交付決定の内容又はこれに

付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、知事は、これらに従って補

助事業を遂行すべきことを命ずることがある。 
この命令に違反したときは、補助事業の一部停止を命ずることがある。 

９ 実績報告 
  補助事業者は、補助事業が完了したときは、完了した日から１０日以内に補助事

業の事業実績報告書（第６号様式）を知事に提出しなければならない。 
10 補助金の額の確定等 
  知事は、前項の実績報告の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、補助事

業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものである

かどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補

助事業者に通知する。 
11 是正のための措置 
  知事は、前項の調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれ

に付した条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるための処置をとるべ



 

きことを命ずることがある。 
  第９項の実績報告は、本項の命令により必要な処置をした場合においてもこれを

行わなければならない。 
12 決定の取消し 
 ⑴ 補助事業者が、次の各号のいずれかに該当したときは、知事は、補助金の交付

決定の全部又は一部を取り消すことがある。 
  ア 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 
  イ 補助金を他の用途に使用したとき。 
  ウ その他補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件、その他法令若しくは

この要綱の規定に基づく命令に違反したとき。 
  エ 補助金の交付決定を受けた者が第４条第１項ただし書に該当するに至った

とき。 
 ⑵ ⑴の規定は、第 10 項により交付すべき補助金の額を確定した後においても適

用する。 
13 補助金の返還 
 ⑴ 補助事業者は、補助金の交付決定を取り消された場合において、当該取消しに

係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、知事の指示するところに

よりその額を返還しなければならない。 
 ⑵ ⑴の規定は第 10 項により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既

にその額を超える補助金が交付されているときも同様とする。 
14 違約加算金及び延滞金 
 ⑴ 補助事業者は、第12項により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消され、

その返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金受領の日から納付の日まで

の日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間

については、既納付額を控除した額）につき、年１０．９５％の割合で計算した

違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 
 ⑵ 補助事業者は、補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納期日までに

納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納

付額につき、年１０．９５％の割合で計算した延滞金（１００円未満の場合を除

く。）を納付しなければならない。 

 ⑶ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏年
うるうどし

の日を含む期間についても３６５

日当たりの割合とする。 
15 他の補助金の一時停止等 
  補助事業者が、補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加

算金又は延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、他に同種の事務又は事

業について交付すべき補助金等があるときは、知事は、相当の限度においてその交

付を一時停止し、又は当該補助金等と未納付額とを相殺するものとする。 
16  消費税仕入控除税額の報告 
  補助事業完了後に、消費税の申告により補助事業に係る消費税仕入控除税額が確

定した場合には、消費税仕入控除税額報告書（第７号様式）により知事に報告しな



 

ければならない。 
  なお、この場合知事は、当該仕入控除税額の全部又は一部を東京都に納付させる

ことができる。 

  
 
   附 則 
 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

 
附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 
   附 則 
 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 
 

附 則 
 この要綱は、令和元年６月１４日から施行し、平成３１年４月１日より適用する。 

 
附 則 

 この要綱は、令和３年５月２５日から施行し、令和３年４月１日より適用する。 

 
附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 



 

別表１ 

 

区分 施設種別 

１ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２

に基づく次の施設等 

児童発達支援事業所 

放課後等デイサービス事業所 

２ 児童福祉法第７条に基づく次の施設等 福祉型障害児入所施設 

医療型障害児入所施設 

福祉型児童発達支援センター 

医療型児童発達支援センター 

３ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第５

条に基づく身体障害者社会参加支援施設等 

身体障害者福祉センター（Ａ型） 

身体障害者福祉センター（Ｂ型） 

補装具製作施設 

身体障害者補助犬訓練施設 

点字図書館 

点字出版施設 

聴覚障害者情報提供施設 

４ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者

総合支援法」という。）第５条に基づく介護給付を行う

次の施設等 

療養介護事業所 

生活介護事業所 

施設入所支援事業所 

５ 障害者総合支援法第５条に基づく訓練等給付を行う

次の施設等 

自立訓練（機能訓練）事業所 

自立訓練（生活訓練）事業所 

就労移行支援事業所 

就労継続支援（Ａ型）事業所 

就労継続支援（Ｂ型）事業所 

６ 障害者総合支援法第５条に基づく地域生活支援事業

を行う次の施設 

地域活動支援センター 

７ 障害者総合支援法第５条に基づく居住支援サービス

を行う次の施設等 

グループホーム 

福祉ホーム 

８ 障害者総合支援法第５条に基づく短期入所サービス

を行う次の施設等 

短期入所事業所 

９ 障害者総合支援法第７８条に基づく次の施設 盲人ホーム 

発達障害者支援センター 

10 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律

第１２３号）に基づく次の施設等 

障害者就業・生活支援センター 



 

11 障害者施策推進区市町村包括補助事業実施要綱に基

づく次の施設等 

重度身体障害者グループホーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表２ 

 

１ 事業内容 ２ 補助対象経費 ３ 算定方法 

耐震診断 施設利用者の安全

を確保するために

必要な建物の耐震

診断費（目視等に

よる簡易な耐震診

断費を除く。） 

別に定める補助対象面積に別に定める補助単価を乗じて得

た額と補助対象経費の実支出額（ただし、総事業費から寄

付金その他の収入額を控除した額がこれを下回る場合はそ

の額）とを比較して、少ない方の額に５分の４を乗じて得

た額 

 

 


